
                     
  平成27年10月26日 

 

第41回県・横浜・川崎・相模原四首長懇談会結果概要 

 

１ 報告事項 

（１）地震発災時等に備えた協力体制の強化・推進について 

県・横浜・川崎・相模原防災・危機管理対策推進協議会から、取組成果と

して、災害発生時の踏切における緊急自動車等の通行の確保について、今後

も国の対応状況を踏まえ、引き続き検討していくこととした。 

また、今後の課題として、土砂災害警戒区域等における警戒避難体制の整

備等について、報告を受けた。 

 

（２）前回の懇談会における意見交換内容についての取組状況 

  ア 水素ステーションの整備促進について 

    「かながわ次世代自動車普及推進協議会」において、平成27年３月に

「神奈川の水素社会実現ロードマップ」を策定し、その中で、水素ステ

ーションの整備目標や、今後の取組の方向性をとりまとめたことについ

て、報告を受けた。 

また、四県市が参加する九都県市首脳会議「水素エネルギー普及検討Ｗ

Ｇ会議」において、水素ステーションの整備に必要な規制の見直しや財政

支援などに関する要望の検討を行い、平成27年６月17日に国への要望を

行ったことについて、報告を受けた。 

 

  イ 男女の活躍を推進する子育て支援について 

    待機児童対策として保育士の確保を行うため、四県市首長メッセージ 

により潜在保育士の保育現場への復帰、就職を促したことについて、報

告を受けた。 

    また、放課後児童健全育成事業の職員の資質向上と安定雇用のため、 

平成 27 年度から開始する「放課後児童支援員認定資格研修」の円滑な実

施に向けて、四県市で意見交換したことについて、報告を受けた。 

    さらに、企業におけるワーク・ライフ・バランスの推進のため、四県

市共催の研修の実施や、各県市が開催する研修に四県市所在の企業等が

参加できるよう取り組んだことについて、報告を受けた。 

 

２ 協議事項 

（１）政府関係機関の地方移転に関する要望について 

   政府は、東京圏以外の43道府県から地方創生に資すると考えられる政府

関係機関の地方移転に係る提案募集を行い、その結果、神奈川県において

は、横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市に立地する８つの政府関係機

関及び川崎市に移転予定の国立医薬品食品衛生研究所について、25 の府県

から移転の提案があった。 



                     
地方移転が現実のものとなれば、県内の経済のエンジンは、大きな歯車を失

うこととなる。 
政府関係機関の移転の検討にあたっては、意欲ある自治体の意欲を削ぐこと

なく、また都市と地方が持つ強みをそれぞれ最大限発揮することが我が国全体

の活性化につながるとの視点に立ち、これまでの誘致の経緯、県及び市の政策

との連携による効果、現地域にあることの経済波及効果等を十分勘案していた

だくよう、強く要望する。（資料） 

   また、要望にあたっては、横須賀市長を加えた５者の連名で行うことと

した。 

 

３ 共通テーマに係る意見交換  

（１）女性活躍の取組の推進について 

各自治体における企業に対する女性活躍の取組推進に向けた現状と取組

の推進を阻む支障事例の他、若年層におけるライフキャリア教育の現状と課

題等について意見交換を行った。 
女性の活躍について、使いやすい交付金の創設を国へ要望することとした。 
また、県内企業や業界団体、商工会議所等への四県市首長による行動宣言、

ライフイベントを視野にいれた生涯のキャリアを考える機会の充実、並びに、

子育て支援を含めた、女性が働きやすい環境づくりについて、四県市で連携

して研究していくこととした。 
 

（２）文化芸術施策の連携・強化について 
東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催に向けて、各 

自治体で行っている現在の文化事業の取組の現状や課題等の共有や、今後

の文化芸術施策の連携・強化の方策として、県及び市町村で構成する推進

会議の立ち上げやイベント情報の一元的提供、九都県市等のより広い枠組

みでの連携について意見交換を行い、オリンピック・パラリンピック文化

プログラム推進に向けた連携強化について検討することとした。 

 



資料 

政府関係機関の地方移転に関する要望について 

 

 

神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市では超高齢社会を乗り越え、神奈川から経

済のエンジンを回していくという明確なコンセプトのもと、政府関係機関を含む最

先端技術等の集積を進め、３つの特区を最大限に活用しながら、未病産業やロボッ

ト産業など成長産業の創出やライフイノベーションの推進に取り組んできたところ

である。 

こうした中、政府は、東京圏以外の 43 道府県から地方創生に資すると考え

られる政府関係機関の地方移転に係る提案募集を行い、その結果、神奈川県に

おいては、横浜市、川崎市、相模原市及び横須賀市に立地する８つの政府関係

機関及び川崎市に移転予定の国立医薬品食品衛生研究所について、25 の府県か

ら移転の提案があった。 

地方創生を推進することにより、人口減少社会に歯止めをかけ、活力ある社

会を維持していくことは重要であるが、現在、神奈川県及び４市は、一丸とな

って成長戦略の具体策を進めているところであり、仮にこれらの機関の移転が

現実のものとなれば、県内の経済のエンジンは大きな歯車を失うこととなるば

かりでなく、成長戦略そのものを国自ら失速させることとなる。 

政府関係機関の移転の検討にあたっては、意欲ある自治体の意欲を削ぐことなく、

また都市と地方が持つ強みをそれぞれ最大限発揮することが我が国全体の活性化に

つながるとの視点に立ち、これまでの誘致の経緯、県及び市の政策との連携による

効果、現地域にあることの経済波及効果等を十分勘案していただくよう、強く要望

する。 

  

 

平成27年 月 日 

 

内 閣 総 理 大 臣  安倍 晋三 様 

内 閣 官 房 長 官  菅  義偉 様 

地方創生担当大臣  石破 茂  様 

 

 

神奈川県知事  黒岩 祐治 

横 浜 市 長  林  文子 

川 崎 市 長  福田 紀彦 

相模原市長  加山 俊夫 



本県に所在する政府関係機関の各府県からの提案状況（平成27年10月８日現在）

機　　関　　名（所在地） 提案道府県名

愛知県

岡山県

高知県

福岡県

秋田県

岐阜県

青森県

静岡県

兵庫県

島根県

香川県

高知県

沖縄県

4
防衛大学校
（横須賀市）

広島県

岩手県

静岡県

三重県

福井県

宮城県

山口県

高知県

熊本県

島根県

福島県

茨城県

山梨県

和歌山県

京都府

香川県

兵庫県

島根県

岡山県

福岡県

８機関 24府県

【参考】今後、本県に所在する政府関係機関の各県からの提案状況

1
国立医薬品食品衛生研究所
（東京都世田谷区）

富山県

2
国立研究開発法人　宇宙航空研究開発機構

（相模原市）

7
国立研究開発法人　情報通信研究機構

（横須賀市）

8
独立行政法人　国立特別支援教育総合研究所

（横須賀市）

１
国立研究開発法人　理化学研究所

（横浜市）

3
国立研究開発法人　海洋研究開発機構

（横浜市、横須賀市）

6
国立研究開発法人　新エネルギー・産業技術総合開発機構

（川崎市）

国立研究開発法人　水産総合研究センター
（横浜市）
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